
特定事業主行動計画に基づく措置の実施状況 

(平成２４年度の主な取組状況) 

 

１ 職員の勤務環境に関するもの 

 

（１）妊娠中及び出産後における配慮 

  ○ 引き続き、職員の休暇等制度の一覧表をイントラネットに掲載し、制度内容や手

続き方法等の周知を行った。 

○ 職員の意向調査等により、職場環境や個々の事情についての把握を行った。 

○ 出産費用の給付等の相談・手続きに際し、本人に対する個別の説明を行った。 

○ 各職場において、本人の体調等を確認しながら、健康や安全に配慮した業務分担

を行った。 

○ 各職場において、妊産婦に対する超過勤務の制限を遵守し、深夜勤務の命令を行

わなかった。 

 

（２）子どもの出生時における父親の休暇取得の促進 

○ 引き続き、職員の休暇等制度の一覧表をイントラネットに掲載し、制度内容や手

続き方法等の周知を行った。 

＜妻の出産休暇の取得者数＞ 

 Ｈ２４年度  ４名（取得率 ４４％） 

 Ｈ２３年度  ３名（取得率 ４３％） 

 Ｈ２２年度  ７名（取得率 ７０％） 

Ｈ２１年度  ８名（取得率 ６７％） 

Ｈ２０年度 １０名（取得率１００％） 

 

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

○ 引き続き、職員の休暇等制度の一覧表をイントラネットに掲載し、全職員が育児

休業等について必要な情報を得られるようにした。 

＜育児休業取得者数＞ 

 Ｈ２４年度 女性 ６名（取得率１００％） 

 Ｈ２３年度 女性 ９名（取得率１００％） 

 Ｈ２２年度 女性 ８名（取得率１００％） 

Ｈ２１年度 女性１１名（取得率１００％） 

Ｈ２０年度 女性１０名（取得率１００％） 

※個人の事情、判断により男性職員の取得はなかった。 

○ 育児休業等の申出があった場合、職場内の相互応援体制により、業務に支障が生

じないよう業務分担の見直しを行った。また、業務に支障が生じる場合は、代替臨



時職員の雇用により対応した。 

○ 育児休業からの円滑な職場復帰のため、本人に対する通知等の郵送及び各職場に

おける個別の連絡・相談等を定期的に行った。 

 

（４）超過勤務の縮減 

○ 引き続き、超過勤務の適正化に関する運用方針をイントラネットに掲載するとと

もに、管理職はじめ職員の意識啓発や勤務時間終了後に早期に退庁しやすい環境づ

くりに努めた。 

○ 水曜日をノー残業デーに設定し、庁内放送を毎週実施して啓発に努めた。 

  ＜ノー残業デーの超過勤務割合＞ 

   Ｈ２４年度 １４．４４％ 

   Ｈ２３年度 １３．３７％ 

   Ｈ２２年度  ９．３２％ 

    Ｈ２１年度 １０．４７％ 

Ｈ２０年度 １０．８９％ 

※超過勤務時間総数に占めるノー残業デーの超過勤務時間数の割合 

○ 毎月の超過勤務の実績報告の提出及び業務量の把握調査を実施して、各職場の実

態把握を行った。 

 

（５）休暇取得の促進 

○ 年次有給休暇の使用計画表を各職場へ配付し、取得の促進を図った。 

  ＜年次有給休暇の平均使用日数・使用率＞ 

   Ｈ２４年  ９．４０日（２５．１０％） 

   Ｈ２３年  ７．０５日（１８．７７％） 

   Ｈ２２年  ９．６９日（２５．５８％） 

   Ｈ２１年  ９．３２日（２４．５３％） 

   Ｈ２０年 １１．２９日（２９．４１％） 

 

２ その他の次世代育成支援対策に関する事項 

 

（１）子育てバリアフリー 

○ 本庁舎の女子トイレに、乳幼児と一緒に安心して利用できる個室を設置している。

また、本庁舎駐車場内に妊産婦や身障者のための駐車スペースを確保している。 

○ 本庁舎エレベーターのバリアフリー化を図るため、運転盤押しボタンの低位置設

置や、点字による表示を行っている。 

○ 引き続き、接遇マニュアルをイントラネットに掲載し、職員の接遇向上に努めた。 

 



（２）子ども・子育てに関する地域貢献活動 

○ 子どもが参加する体験活動等の行事を支援する職員に対し、ボランティア休暇を

付与した。 

○ 子どもを交通事故から守るため、交通事故防止について、通知による呼びかけを

実施した。また、交通安全講習会等に参加し、交通安全教育にあたる職員の指導力

の向上に努めた。 


